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地域エネルギーで地域循環型経済の構築
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再生可能エネルギーで地域循環型経済の構築
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再生可能エネルギーで地域循環型経済の構築
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本研究の目的

省・再エネをベースにした分散型エネルギーシステムへの転換

が地域にもたらす経済効果をどう測定・ 試算・評価・予測でき

るか？

→ 再生可能エネルギーの産業連鎖分析

（Value Chain Analysis)をベースにした

日本版の地域経済付加価値モデルを構築

→ ドイツの環境経済研究所のモデルを日本に適用

→ 日本版の地域経済付加価値モデルの検証と

ソフトウェア―開発

→ 自治体や地域への適用により、地域の環境・エネルギー

政策策定プロセスや地域の合意形成プロセスのサポート



7Feb-18

自然エネルギーの地域経済効果をどう測るか？
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ドイツ： 再生可能エネルギーよる地域経済効果

曲出： Institut für Ökologische Wirtschaftsforschung (2016) https://www.ioew.de/publikation/wertschoepfung_durch_erneuerbare_energien/
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地域経済付加価値
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165,040 
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ドイツ：住宅・建築物の省エネ改修による地域経済効果

設備

窓

地下室断熱

屋根断熱

壁断熱

一戸建て住宅 マンション オフィッス

10億€
ドイツの事例（2011年）

• 付加価値創出効果： 140億€
➞ 再エネ： 280億€

• 雇用創出効果： 278,000人

➞ 再エネ： 305,000人

• 地元の工務店・職業等への直接効果

• 付加価値額： 65億€
• 雇用： 152,000人

曲出： Institut für Ökologische Wirtschaftsforschung (2014) 
https://www.ioew.de/publikation/kommunale_wertschoepfungseffekte_durch_energetische_gebaeudesanierung_koweg/
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研究の協力機関
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産業バリュー・チェーン

地域経済付加価値モデル － 二つの構成要因

地域経済付加価値

従業員の可処分所得

事業者の税引後収益

地方税収

+

+

製造段階

建設・設置段階

運営・サービス・

修繕・

事業マネージメント

=
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地域経済付加価値モデル ［日本版］

① 19の再エネ電源の産業連鎖（バリュー・チェーン）設計

→ 代表プロジェクトのCash Flow （20年間）

→ 各段階の費用構造や売上高 （\/kWに標準化）

→ 日本版モデルは営業以外に製造段階を含まず
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地域経済付加価値モデル

円/kW
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地域経済付加価値モデル［日本版］

→ 法人企業統計の適用

→ 前期前の所得

→ 税金前の経常利益

→ 社会保険料

→ 税金（固定資産税、電気事業税、

消費税）

② バリュー・チェーンの各ステップに創出されている

税金前の粗所得や経常利益を算出
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地域経済付加価値モデル［日本版］

③ 地域付加価値の算出

→ 日本の税金仕組みのモデル化

→ バリュー・チェーンの各ステップで創出される

- 従業員の可処分所得

- 事業者の税引後利益

- 県・市町村の地方税収

バリュー・チェーンの

各ステップ

従

業

員

の
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処

分

所

得

事

業
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後

利
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村

・

県

の

地

方

税

収

地域経済付加価値
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地域経済付加価値モデル

［日本版］

太陽光（５） <10kW住宅用, 30kW非住宅屋根設置, 150kW非住宅屋根設置 ,
1MW非住宅屋根設置, 2MW 非住宅陸上

風力（２） 2MW陸上, 20基@2MW陸上

小水力 （３） 85kW, 200kW, 400kW 

木質バイオマス 5MW （未利用木材100%電力供給）、20MW（未利用木材30%＆一般木材70%、

（９） 電力供給）10MW（未利用木材30%＆一般木材70%、電力供給）、5,000kW
（未利用木材100%、電力供給）、1,500kW（未利用木材100%、電力供給）、

500kW（未利用木材100%、熱供給、チップ）、150kW（未利用木材100%、熱供給、

木質ペレット）、50kW（未利用木材100%、熱利用、薪）、ガス化（135kW el.＆

270kW th.、未利用木材100%、熱電供給、チップ）、ORC（968kW el.＆4,081kW th.、

未利用木材77%＆一 般木材23%、熱電供給）、10MW（一般木材、木質のみ100%、

電力供給）

｛バイオ・ガス（３） / 住宅の省エネ改修 （３）｝
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再エネの各技術の経済付加価値 － 投資段階 （¥/kW@２０１２年)

467,000 

431,000 

367,000 

302,000 

297,000 

356,000 

300,000 

1,485,000 

1,315,000 

1,063,000 

629,333 

430,000 

424,000 

424,000 

338,500 

100,000 

130,000 

1,136,364 

1,433,840 

50,797 

63,261 

60,759 

44,416 

46,843 

42,512 

38,951 

282,725 

255,953 

229,237 

98,787 

51,220 

50,505 

50,505 

40,321 

10,608 

13,791 

135,359 

25,376 

 -  200,000  400,000  600,000  800,000  1,000,000 1,200,000 1,400,000 1,600,000

<10kW

10~50kW

50~500kW

500~1000kW

>1000kW

2MW

20MW

<100kW

100~200kW

200~1000kW

1.5MW-未利用100%

5MW-未利用100%

10MW-一般木材

10MW-未利用30%;一般70%

20MW-未利用30%;一般70%

150kW-未利用100%•熱供給

500kW-未利用100%•熱供給

ORC(968kWel.;4,081kWth.-未利用77%;一般23%-熱電供給)

ガス化(135kWel.;315kWth.-未利用100%-熱電供給)

地域経済付加価値 投資額
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質
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オ
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ス
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水

力
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力

太

陽

光

2%

12%

11%

11%

12%

12%

12%

12%

16%

22%

19%

19%

13%

12%

16%

15%

17%

15%

11%
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573,244 

819,735 

819,735 

819,735 

888,046 

770,880 

770,880 

4,467,600 

3,871,920 

3,302,520 

5,410,288 

4,255,258 

3,325,997 

3,561,466 

3,626,220 

776,000 

776,000 

11,255,004 

9,263,000 

50,067 

292,573 

364,671 

371,468 

416,898 

253,172 

333,612 

2,557,592 

2,225,387 

1,944,157 

1,948,670 

1,499,505 

978,006 

1,086,788 

1,424,889 

252,628 

354,296 

3,536,626 

3,817,595 

 -  2,000,000  4,000,000  6,000,000  8,000,000  10,000,000  12,000,000

<10kW

10~50kW

50~500kW

500~1000kW

>1000kW

2MW

20MW

<100kW

100~200kW

200~1000kW

1.5MW-未利用100%

5MW-未利用100%

10MW-一般木材

10MW-未利用30%;一般70%

20MW-未利用30%;一般70%

150kW-未利用100%•熱供給

500kW-未利用100%•熱供給

ORC(968kWel.;4,081kWth.-未利用77%;一般23%-熱電供給)

ガス化(135kWel.;315kWth.-未利用100%-熱電供給)

地域経済付加価値 総売上高

再エネの各技術の経済付加価値 － 事業運営段階 （¥/kW@２０１２年)
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43%

33%

47%

45%

44%

36%
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日本版の地域経済付加価値モデルの検証方法

① モデルのデータベースの品質確認

→ システムコストや運転維持費

→ 経済産業省の調達価格等算定委員会の報告書を大旨に参考

→ 文献調査と業界の専門家とのヒーリング調査

→ 個別プロジェクトのビジネスプラン分析

→ 各プロジェクトの収益性を保守的に見積もる

→ 各技術のキャッシュ・フロー計画作成 （環境省の手引き使用）

→ プロジェクトIRRと固定買い取り価格との比較

② モデルの試算結果の事例分析

→ 個別プロジェクトの事例分析と標準モデルとの比較分析

→ 個別地域の事例分析と標準モデルとの比較分析

→ 日本全国のFIT実績データとのマクロ的な比較分析
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→ 自治体・地域のエネルギー政策の策定や

評価を支援するツール

• 政策効果（例えば：排出効果ガス・補助金）

• 地域電源ミックス

• 事業モデル（売電・自家消費・新電力）

• 資金調達戦略

→ 地域内の地域合意形成やステークホルダー

とのコミュニケーションを支援するツール

• 街づくり計画（例えば：ゾーニング）

• 地域経済界（例えば：金融機関、森林組合）

• 地元の市民団体

地域経済付加価値の「見える化」メリット
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日本版の地域経済付加価値モデルの事例研究
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太陽熱

地熱

バイオマス・バイオガス

バイオマス・バイオガス

太陽光

風力

水力

バイオ燃料

ドイツ： 再生可能エネルギーの供給量 （2016年）

Source: Umweltbundesamt https://www.umweltbundesamt.de/themen/klima-energie/erneuerbare-energien/erneuerbare-energien-in-zahlen#statusquo

381.8 

TWh

➞ バイオマス・バイオガスは一番重要なエネルギー源（51%）
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ドイツの再生可能エネルギーの設置容量 （GW)

風力（陸上）

バイオマス

風力（海洋）

水力

太陽光

その他

Source: Agora Energiewende (2018) https://www.agora-energiewende.de/fileadmin/Projekte/2018/Jahresauswertung_2017/Agora_Jahresauswertung-2017.pdf

＊推定
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ドイツの再生可能エネルギー発電量 （TWH / 2017年）

風力（陸上）バイオマス 風力（海洋）水力 太陽光

Source: Agora Energiewende (2018) https://www.agora-energiewende.de/fileadmin/Projekte/2018/Jahresauswertung_2017/Agora_Jahresauswertung-2017.pdf

＊推定
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マウエンハイム村

• 人口500人

• 1,000ha

地域暖房
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マウエンハイム村 － 当時の実態

300,000リットル重油

500,000kWhの電力

重油配達業者

\1,400万の電気代

\2,800万の熱代

\84万

出局： Solarcomplex
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マウエンハイム村の今

\280万の木質バイオマス代木質バイオマス施設

住宅・建物

林業者

バイオガス施設

農家

\3,000万のバイオ燃料代

\700万の熱代

\2,100万の熱代

\8,400万の電力買取金額

400万kWhの電力売電

出局： Solarcomplex
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バイオエネルギーのモデル・ヴィレジ

モデル・ヴィレジの概要

• 人口: 450人

• 世帯数: 150件

• 電力消費量: 450MWh/年

• 熱消費量: 450万 kWh/年

• 投資額: ¥14億（1,000万€）

ビオガスCHP

木質バイオマスチップボイラー

地域暖房網

太陽熱

ヒート・ポンプ

屋根上の太陽光発電

野立ての太陽光発電

風力発電

合計

現状 2025年

再エネ普及

再エネ設備

出局： IfaS, FNR https://mediathek.fnr.de/media/downloadable/files/samples/b/i/bioenergiedoerfer_2014.pdf
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バイオエネルギーのモデルヴィレジ

マウエンハイム村

• 人口500人

• 1,000ha

出局： IfaS, FNR https://mediathek.fnr.de/media/downloadable/files/samples/b/i/bioenergiedoerfer_2014.pdf

100万€

投資額 収入額 支出額 地域付加価値
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バイオエネルギーのモデルヴィレジ

出局： IfaS, FNR https://mediathek.fnr.de/media/downloadable/files/samples/b/i/bioenergiedoerfer_2014.pdf

地域経済付加価値のステークホルダーへの分配100万€

地域経済

付加価値

地元

業者

農林業 エネルギー

事業者

一般

市民

自治体 地元

金融機関
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日本の事例： 下川町
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試算の前提条件

• 下川町の6つ公共施設に導入されたバイオマス熱供給施設を一

つの事業としてまとめた

→ キャッシュ・フロー計画を策定 （2004年～2030年）

→ 地域経済付加価値の標準モデルを適応

五味温泉 180 平成16年

幼児センター 100 平成17年

農業用育笛施設 580 平成20年

役場周辺地域熱供給施設 1200 平成21年

あけぼの園　(福祉施設） 450 平成22年

一の橋地区地域熱供給システム(2基@550ｋW 1100 平成26年

合計 3,610.0

容量               

(kW)
導入年

公

共

施

設

設置場所



34Feb-18

試算の前提条件

• バイオマス事業のキャッシュ・フロー計算方法と基本データ

– 設備投資、補助金、燃料使用量のデータ： 下川町

– 運転コスト計算： 調達価格算定等委員会、農林水産省、富士通総研等

– 燃料費： 経済産業省 資源エネルギー庁統計 （民生用灯油、A重油）

– 償却期間：

– 再投資：15年後、ボイラの修繕に\30,000@kWの再投資が必要

– 稼働率： 年間5,000時間 （57%）

– 税金： 事業者は自治体のため固定資産税、電気事業税、法人税なし

→ 4つのシナリオで試算 / 事業有無の比較



35Feb-18

燃料価格の推移

66.6

81.3
82.1

108.3

67.1

77.5

91.3
92.7

100.8
105.6

93.2

72.7

96.8

61.3

70.6

82.8 84.8

92.2
94.8

73.8

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

120.0

曲出：経済産業省 資源エネルギー庁 http://www.enecho.meti.go.jp/statistics/petroleum_and_lpgas/pl007/results.html 
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下川町の6つの熱供給施設の事業試算計画 （2004~2030年）

#1 A重油 (2015年以降の上昇率：10年平均の0%）

#2 灯油 (2015年以降の上昇率：10年平均の0%）

#3 A重油 (2015年以降の上昇率：10年平均の5%）

#4 灯油 (2015年以降の上昇率：10年平均の5%）

4つのシナリオ
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地域経済効果の試算結果

￥百万

シナリオ

事業全体

（2004~2030年累計）

設備投資

収入

支出

地域経済付加価値

地域キャッシュ・フロー

#1

#2

#3

#4

支出 補助金
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地域経済効果 ー 事業有無比較

#1

#2

#3

#4

地域経済付加価値 （百万円）

地

域

購

買

能

力

減

地

域

購

買

能

力

増

熱事業なし 熱事業ある
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地域経済効果 ー 熱事業有無比較

#1

#2

#3

#4

地域キャッシュフロー （百万円）

熱事業なし 熱事業ある

地

域

購

買

能

力

減

地

域

購

買

能

力

増
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まとめ

• 事業環境によっては、熱事業リスクが高い

→ 設備コストが高く、償却負担が大きい

→ 化石燃料の節約効果で投資コストの回収が厳しい

→ 化石燃料の購入価格の変動リスクが高い

• 只、熱事業を取り組んだことで地域購買能力の流出防止

→ 地域循環型経済の構築に成功

→ 熱事業で地域購買能力を創出し、間接・波及効果も見込める

→ 森林事業の下支えになり、雇用効果も見込める

→ 木質バイオマス・エネルギーの高度なノーハウ・技術の蓄積
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長野県の環境エネルギー戦略の目標

出曲：長野県環境エネルギー戦略 ～ 第三次 長野県地球温暖化防止県民計画、平成25年2月、p.108

26,143TJ
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電源毎の設置容量の目標

MW 太陽光 風力 小水力 バイオマス 地熱

導入容量（10/2016） 965 0 59 5 0

認定容量（新規認定分/10/2016） 1,926 0.2 104 29 0.3

導入目標  (2020) 1,451 5 12➞ 61 32 0

導入目標  (2030) 1,870 16 66 57 3

導入目標  (2050) 2,695 40 141 108 9

増設分（2017 ~ 2020） 486 5 2 27 0

増設分（2021 ~ 2030） 419 11 5 25 3
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地域付加価値構造・段階別電源構成 ー 運転段階
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木質バイオマス事業の概要 (2015~2030年)

投資額

（¥100万）

設備容量

（kW）

事業者利益

（¥100万）

地域内比率 燃料コスト

ビジネスモ

デル

5MW
（電力）

13,260 32,000 7,818 100%
¥9,000/ｔ
（チップ）

FIT

1.5MW

（電力）

9,468 15,400 5,986 100%
¥8,000/ｔ
（チップ）

FIT

50kW

（熱）

1,521 12,500 150 100%
¥10,000/ｔ

（薪）

自家消費

（¥7.33）

150kW

（熱）

1,111 12,000 207 100%
¥25,000/ｔ
（ペレット）

自家消費

（¥10）

500kW

（熱）

2,394 20,000 261 100%
¥13,000/ｔ
（チップ）

自家消費

（¥10）

135kW 
CHP

10,535 7,900 4,192 100%
¥13,000/ｔ
（チップ）

FIT/

自家消費
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木質バイオマスの事業（電力・熱）の地域付加価値構成

（2015～2050年）

¥億
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木質バイオマスの事業（電力・熱）の地域内雇用効果

（2015～2050年）

人
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バイオマスの地域経済効果を高めるための条件

• 主な結論： 地域への経済効果が大きい前提として

1. 地域内の事業連鎖 ➞ 資金の地域内循環

2. 事業性 ➞ 中長期的な投資回収の可能性

• 課題

– 事業コストの低減 （システムの投資コスト、事業運営コスト）

– 熱事業の事業性 （熱の安定需要、化石燃料価格、燃料費）

– 地域暖房 ➞ インフラ投資（熱銅管など）に補助が不可欠

– 発電事業： 「FITから自立できるか？」 ➞ CHP事業の可能性 （❓）

地域の身の丈に合う包括的な産業連鎖（エコシステム）の構築に

よって連鎖段階同士の相乗効果やコスト削減、及び社会的価値

➞ 林業産業の再生

➞ 機材需要の拡大

➞ 六次産業の育成

➞ 地域づくり計画

➞ 社会的価値の評価（災害対策、健康、温暖化防止等）
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